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令和５年度泉大津市教育委員会教育事務の 

管理及び執行の状況に関する点検及び評価 
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教育に関する事務の点検及び評価について 

 

１ 概 要 

 

⑴ 法 的 根 拠 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第

２６条により、効果的な教育行政の推進に資するとともに、住民への説明責任

を果たしていくため、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び

執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、

これを議会に提出するとともに、公表しなければならないことと規定されてい

る。 

また、教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し

学識経験を有する者の知見の活用を図るものと規定されている。 

なお、点検及び評価の項目や報告書の様式、議会への提出（報告）、公表の

方法などについては、各教育委員会が実情を踏まえ決定することとしている。 

 

⑵ 学 識 経 験 者 の 知 見 の 活 用 に つ い て 

教育に関する事務の点検及び評価の客観性を確保するため、評価の方法や結

果について、教育に関し学識経験を有する者の意見を聴取する機会を設けるな

ど、各教育委員会の創意工夫により対応することとされている。 

学識経験者とは、評価の客観性を確保するという趣旨から、必ずしも教員経

験者や大学の研究者等、専門家でなければならないということではなく、教育

委員や現職教員、事務局職員ではない者で、教育に関して、公正な意見を述べ

ることが期待される者を想定している。 

 

⑶ 実 施 時 期 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律では、点検及び評価は毎年行うこ

ととされており、令和５年度の点検及び評価については、令和５年３月～令和

５年８月に実施し、報告書を議会へ提出するとともに公表することとしている。 
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２ 点検及び評価の手法 

本市教育委員会では、平成２０年１１月に制定した「泉大津市教育委員会教

育事務の管理及び執行の状況に関する点検及び評価外部委員設置要綱」により、

学識経験者の意見を聴取し、実施した。 

(資料p.20参照） 

 

⑴ 実施方法 

① 点検及び評価の年次 

点検及び評価を行う前年度（令和４年度）の事務の管理及び執行の状況 

②点検及び評価の単位 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２１条に規定する教育に関す

る事務のうち、原則として、事業内容、手法等において改善の余地・可能性

があると考えられる事業、費用対効果の点で見直しが必要ではないかと考え

られる事業、事業効果、成果が不明確であると思われる事業の視点から外部

委員との議論が有意義と考えられる事業を、本市予算書における事務事業項

目に基づき選定し、対象事業として点検及び評価を行う。 

③点検及び評価の方法 

各事業の目標に対して、その取組状況及び目標達成度（率）を踏まえ、担

当課にて定性的に評価 

④点検及び評価の観点 

・事業の概要、事業費 

・事業実績・成果、業務効率化の可能性 

・これまで実施した事務の見直し点、課題（問題点）、今後の方向性 
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⑵ 点検及び評価の経過 

 

年 月 日 会 議 等 内 容 

令和５年３月１５日 
教育委員会会

議定例会 

○教育事務の管理及び執行の状況に関す

る点検及び評価の実施について 

令和５年５月２３日 
教育委員会 

事務局 

○点検及び評価対象事業（令和４年度事

業）の抽出 

令和５年７月 
外部委員会議 

（書面審議） 

○令和５年度外部委員会議における点検

及び評価対象事業の選定 

令和５年８月２８日 外部委員会議 

○外部委員と教育委員各事業担当課との

質疑応答及び点検並びに評価、講評につ

いて 

 

⑶ 学識経験者の知見の活用について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条第１項の点検及び評価を

行うに当たって、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るため、「泉

大津市教育委員会教育事務の管理及び執行の状況に関する点検及び評価外部委

員」を設置した。 

委員は２人で組織し、教育委員会より委嘱した。委員の任期は、年度内。 

 

① 委員の構成 

大学 教授             １人 

大学 准教授            １人 

 (資料p.21参照） 
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②外部委員会議の開催状況 

区分 開 催 日 内 容 

書面 令和５年７月 外部委員による評価対象事業の選定 

会議 令和５年８月２８日 

選定された各事業について、外部委員と教育委員

会各事業担当課との質疑応答及び議論を通じ、外

部委員による点検並びに評価を行い、事業ごとの

講評と全体講評を受けた。 

 

 

⑷ 市民への公表 

点検及び評価結果は、市ホームページ及び社会教育施設等で公表するととも

に、その旨を広報いずみおおつで市民に周知する。 
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令和５年度（令和４年度事業） 

教育に関する事務の点検及び評価フロー図 

 教育委員会 教育委員会事務局 外部委員会議 

３月    

５月   

 

 

６月    

７月   

 

 

 

 

８月    

９月    

10月    

11月以降    

 

教育委員会に報告・承認 

点検及び評価の実施について 

報告書の作成 

外部委員会議 

・意見聴取、点検・評価 

外部委員に送付 

報告書の確認 

市議会に提出 

市民に公表 

・市ホームページ 

・広報いずみおおつ 

・社会教育施設等 

 

・実施事業リストの作成 

・事務事業評価シートの作成 

・事務局各課調整 

・事務局各課調整・準備 

教育委員会で審議・決定 

外部委員会議 事前準備 

 ・点検及び評価対象事業の選定 
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点検及び評価対象事業(令和４年度事業)と地方教育行政の組織及び 

運営に関する法律第２１条に規定する教育に関する事務との関係 

 

評価対象事業 教育に関する事務 

家庭教育支援事業 

【指導課】 

第５号 

 

第１９号 

 

学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指

導及び職業指導に関すること。 

その他、区域内における教育に関する事務に関

すること。 

英語指導助手派遣事業 

【指導課】 第５号 
学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指

導及び職業指導に関すること。 

子ども支援プロジェク

ト事業 

【指導課】 

第５号 
学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指

導及び職業指導に関すること。 

コミュニティ・スクー

ル推進事業（指導課） 

【指導課】 

第５号 
学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指

導及び職業指導に関すること。 

放課後子ども教室推進

事業（生涯学習課） 

【生涯学習課】 

第１２号 
青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他

社会教育に関すること。 

地域運動部活動推進事

業 

【スポーツ青少年課】 

 

第１３号 

 

スポーツに関すること。 
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－ 12 － 
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令和５年度泉大津市教育委員会教育事務の 

管理及び執行の状況に関する点検及び評価 

 

１ 外部委員の評価等 

① 評価 

事業名 評価結果 評価コメント 

家庭教育支援事業 現 行 通 り 

〇課題を踏まえ、それに応じて方向性も展

開している。 

○サポーター育成の拡充をいかに図るか

が課題。サポーターの養成・研修を引き

続き実施していくということなので、継

続していただきたい。 

○サポーターのジェンダーバランスの問題も

視野に入れて進めていただきたい。 

英語指導助手派遣事業 改善し継続 

○イマージョン教育の推進とＡＬＴの確保を

いかに拡充していくかと、拡充のために実績

をはかる指標を検討していただきたい。 

○イマージョン教育の成果と課題については、

他のＡＬＴと分けて評価する必要がある。 

○イマージョン教育モデル校と非モデル校の

比較をしていく必要がある。 

子ども支援プロジェク

ト事業 
現 行 通 り 

○様々な手だてを講じて取り組んでいる。 

○子どもの権利を保障した居場所づくり

を前提に今後も進めていただきたい。 

○不登校児童生徒数が増えている状況で、

他の小学校にも校内教育支援員を配置

する等、体制を拡充していただきたい。 

コミュニティ・スクー

ル推進事業（指導課） 
現 行 通 り 

○実質化を図るべく継続した展開が必要。

進捗や課題の把握、研修の開催に留まら

ず、事例の発信など、積極的に活用でき

るような支援が求められる。 

○学校が地域と密着して自立的な運用が

できるよう、委員会内部での連携を図り

有効な支援ができる体制を構築してい

ただきたい。 
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事業名 評価結果 評価コメント 

放課後子ども教室推進

事業（生涯学習課） 
現 行 通 り 

○学校図書室地域開放の運営委員の募

集・育成、持続的な展開について、色々

考えているとのことから、実質化を図っ

て展開することを期待している。 

○今後、継続していくための周知や研修を

続けていただきたい。 

地域運動部活動推進事

業 
現 行 通 り 

○地域移行を念頭に置きながらも、現実的

な課題への対応を優先せざるを得ない

状況と捉えた。 

○部活動顧問や地域のスポーツ団体等へ

のヒアリング結果の活用が非常にポイ

ントになる。まずは、そこからの事業展

開を期待する。 

○合同で部活動の存続を図り、最終的に教

員の負担が減るのは、すごく良い案だと

思う。今後も継続していただきたい。 

 

 

② 総括意見 

  担当者の話を聞いて、ニーズに応じたより良い展開を図ろうとしていることが

感じ取れた。 

全ての事業において持続的にどう展開していくかということがポイントだと感

じた。１つの事業が全体の課題とどう繋がっているのかを意識して、課を越えて

どう有機的に連携していくのかということが事業を見直す大きな視点になる。 

サポーターやボランティアの配置・増員、部活動の負担軽減といった取組みを

継続的に拡充することが、子どもたちの育ちや学校現場の教職員を支えていくこ

とになる。さらに、学校と教育委員会がうまく連携・協力することが学校の負担

減に繋がり、教職員のＱＯＬを向上させる。こういった魅力的な教育に力を入れ

ていることが広まり、泉大津市で働きたいと思う教員が増えることを期待する。 
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２ 教育委員会の評価等 

① 結果 

事業名 評価結果 評価コメント 

家庭教育支援事業 改善し継続 

○サポーターのスキルアップにつながる研修

と新規サポーター養成につながる取組みを

継続し、多様な人材を確保することに努め

る。 

英語指導助手派遣事業 改善し継続 

○従来のALTとイマージョン教育のためのALT

のそれぞれについて目的に応じた成果指標

を設定し、取組みの成果を多面的に見取る

ことができるようにする。 

子ども支援プロジェク

ト事業 
改善し継続 

○全ての子どもの居場所づくりを進めるため

に、各小中学校において校内教育支援ルーム

の配置に有効な環境整備と担当教職員の配置

を検討し、体制を拡充していく。 

コミュニティ・スクー

ル推進事業（指導課） 
改善し継続 

○各校区での活動が、継続的・自立的なもの

となるよう、教育委員会事務局内部での連

携を図り、情報収集と発信を充実させ、よ

りよい伴走支援をめざす。 

放課後子ども教室推進

事業（生涯学習課） 
現行どおり 

〇コミュニティ・スクール関連の研修の機会

等、地域住民が集まる機会を通じて、地域

開放実行委員会のメンバーの拡充に努めな

がら、取組内容の充実や開放校の増加に努

めていきたいと考える。 

地域運動部活動推進事

業 
現行どおり 

○今後の展開により、合同部活等を地域展開

することで、教員の負担を軽減していく取

組みを継続していく。 

〇部活動顧問や地域のスポーツ団体等へのヒ

アリング結果を基に、各関係課と連携し、

事業の展開を図っていく。 
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② 総括意見 

これまで取り組んできた事業や業務が本当に必要なものかどうかについて、

コロナ禍で改めて見直すことになり、そのうえで、コロナ禍前の活動が再開さ

れてきた今、より有意義な学校教育・社会教育施策を展開することが求められ

る。 

子どもたちのより良い学びや居場所づくり、そして、教職員が児童・生徒や

授業づくりに向き合うための働き方改革に向けて、学校と教育委員会事務局を

はじめとした関係課、さらに地域と協働して活動を進めていく必要がある。地

域の協力者（みらい応援隊）や学校の授業・部活動のサポーター等を増やすた

めの適切な研修や声かけを行い、地域全体で子どもを育てる土壌を育むことで、

子どもたち、教職員、地域それぞれが主体的・意欲的に活動できるように事業

を展開していく。 
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関 係 法 令 等 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

（昭和３１年法律第１６２号） 

 

（事務の委任等） 

第二十五条 教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その権限に属する

事務の一部を教育長に委任し、又は教育長をして臨時に代理させることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することができない。 

一 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

二 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関すること。 

三 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の設置及び廃止に関すること。 

四 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免そ

の他の人事に関すること。 

五 次条の規定による点検及び評価に関すること。 

六 第二十七条及び第二十九条に規定する意見の申出に関すること。 

３ 教育長は、教育委員会規則で定めるところにより、第一項の規定により委任された

事務又は臨時に代理した事務の管理及び執行の状況を教育委員会に報告しなければな

らない。 

４ 教育長は、第一項の規定により委任された事務その他その権限に属する事務の一部

を事務局の職員若しくは教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員（以

下この項及び次条第一項において「事務局職員等」という。）に委任し、又は事務局

職員等をして臨時に代理させることができる。 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により教

育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定により事

務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点

検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するととも

に、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有

する者の知見の活用を図るものとする。 
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泉大津市教育委員会教育事務の管理及び執行の 
状況に関する点検及び評価外部委員設置要綱 

 

（設置） 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２

６条第２項の規定により、同条第１項の点検及び評価を行うに当って教育に関し学識

を有する者の知見の活用を図るとともに、事務事業の管理及び執行の状況についての

透明性の確保と市民への説明責任を果たすため、泉大津市教育委員会教育事務の管理

及び執行の状況に関する点検及び評価外部委員（以下「委員」という。）を置く。 

（職務） 

第２条 委員は、泉大津市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の求めに応じ、

前条の点検及び評価を行うにあたり、意見を述べるものとする。 

（組織） 

第３条 委員は、３人以内で組織する。 

２ 委員は、教育に対し学識経験を有する者のうちから、教育委員会が委嘱する。 

３ 委員の任期は、委嘱した年度内とする。 

４ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は再任されることができる。 

（庶務） 

第４条 委員の設置に付随する庶務は、教育政策課において行う。 

（委任） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、運営に関し必要な事項は、教育委員会がこれを

定める。 

附 則 

この要綱は、平成２０年１１月４日から施行する。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年６月１９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
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泉大津市教育委員会教育事務の管理及び執行の 

状況に関する点検及び評価外部委員名簿 

 

氏 名 学 識 経 験 

もり  ひさよし 
教 授 

森  久 佳 
京都女子大学発達教育学部 

みやはし さゆり 
准  教  授 

宮橋  小百合 
和歌山大学教育学部 
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（令和５年度）

泉大津市立 戎小学校 河原町３番７号

旭小学校 昭和町２番２７号

穴師小学校 我孫子１丁目１２番１０号

上條小学校 東助松町３丁目１３番１号

浜小学校 小松町５番６号

条東小学校 千原町２丁目１２番１号

条南小学校 宮町９番１号

楠小学校 我孫子２丁目４番７号

泉大津市立 東陽中学校 池浦町４丁目４番１号

誠風中学校 池浦町４丁目１番１号

小津中学校 助松町２丁目１３番１号

泉大津市立 旭幼稚園 昭和町４番３８号

穴師幼稚園 我孫子１丁目１２番１号

条南幼稚園 寿町１６番１６号

泉大津市教育支援センター 戎町３番４１号

泉大津市立図書館 旭町２０番１号アルザタウン泉大津４階

泉大津市立南公民館 楠町西１番７号

泉大津市立北公民館 東助松町４丁目８番４号

泉大津市立勤労青少年ホーム 下条町１１番２８号

泉大津市立織編館 旭町２２番４５号　テクスピア大阪１階

泉大津市立池上曽根弥生学習館 千原町２丁目１２番４５号

泉大津市立総合体育館 宮町２番５０号

泉大津市

中学校　３校

幼稚園　３園

泉大津市教育委員会所管の教育施設

施　　　設　　　名 所　　　　在　　　　地

小学校　８校 泉大津市

泉大津市

泉大津市

 



 

－ 23 － 

（令和５年度）

敷地保有面積（㎡） 延面積（㎡） 備考

泉大津市立 戎小学校 14,914.81 8,254.27

旭小学校 11,314.71 8,028.56

穴師小学校 9,854.44 7,173.84

上條小学校 13,959.04 6,761.93

浜小学校 10,714.79 6,279.51

条東小学校 5,771.36 6,906.71

条南小学校 9,516.61 7,199.10

楠小学校 11,189.30 5,774.22

87,235.06 56,378.14

泉大津市立 東陽中学校 14,661.10 9,421.31

誠風中学校 17,027.03 8,170.75

小津中学校 15,731.81 7,832.01

47,419.94 25,424.07

泉大津市立 旭幼稚園 1,094.62 1,379.00

穴師幼稚園 1,797.39 1,567.00

条南幼稚園 2,995.22 1,750.09

5,887.23 4,696.09

泉大津市教育支援センター 3,436.43 4,007.00

泉大津市立図書館 － 3,510.21

泉大津市立南公民館 1,315.56 1,683.30

泉大津市立北公民館 1,566.19 1,587.81

泉大津市立勤労青少年ホーム 1,785.76 1,020.00

泉大津市立織編館 － 447.88

泉大津市立池上曽根弥生学習館 － 934.27 公園内

泉大津市立総合体育館 9,693.03 5,735.78

幼稚園　合計

幼稚園　３園

教育施設の状況

小学校　合計

中学校　合計

施　　　設　　　名

小学校　８校

中学校　３校
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令和５年４月１日現在

その他 教育政策課 指導課 生涯学習課
スポーツ
青少年課

1 教育長 1

2 部長 1

5 1

6 次長 1（1）

7 参事

8 課長 1 1 1 1

9 参事（課長級） 1 1

10 課長補佐 1 9 1 1

11 係長 2 2(2) 2（1） 2（1）

12 総括主査 1 2

13 主査 1 1

14 事務・技術職員 4 2 6 2

49 4 9 16 14 6

44 3 9 14 13 5

※　( )内の数字は職員数の内兼務者の人数

教育委員会事務局職員

合計

合計(実人数)

教育政策統括監

 


